



















2018 年 12 月の改正入管法の成立を受け，現在，各所管省庁の下で新たな「特定技能」在留資格
をめぐる制度設計・構築が足早に進められている。建設分野での「特定技能 1号」の 5年間の見込
み数は最大 4万人である。建設分野は，当初からの 5重点分野に含まれていたこと（1），すでに 2015
年度より国土交通省（以下，国交省）管轄の下で緊急時限措置としての「外国人建設就労者受入事
業」（2）が実施されてきたことなどから，他分野と比しても業界一丸となった受け入れ態勢構築へ向





















































































（6）　建設投資額はピーク時 1992 年 84 兆円から 2010 年に 42 兆円まで減少，就業者数はピーク時 1997 年 685 万人か
ら 2010 年に 498 万人まで減少している（国交省「建設投資見通し」および総務省「労働力調査」）。
（7）　1998 年 3 月 31 日閣議決定，目標年次である 2015 年までの計画。
（8）　「総合的な国土の形成を図るための国土総合開発法等の一部を改正する等の法律案」（国土形成計画法案）閣議決























2019 年 4 月 1 日施行の改正入管法では，「真に必要な分野」に，「外国人材の受け入れ」を拡大す
るため，新たな在留資格が創出された。ここで「真に必要な分野」とは，「生産性向上や国内人材の












ある（惠羅 2018c）。実際に，政府は 2010 年度から国内公共事業関係費を削減する一方で，大手元請企業の海外進
出拡大の方針を打ち出してきた。2013 年 5 月に「インフラ・システム輸出戦略」が策定され，経協インフラ戦略会







にコーホート分析で算出すると，かつて 1997 年のピーク時に 600 万人台後半であった建設就業者
数は，2000 年代に大幅に減少し，団塊世代が後期高齢者となり 100 万人規模で産業を退出するで
あろう 2020 年以降，一気に 300 万人以下まで縮小することがわかる（図１）。同様の将来予測図は，
これまでも国交省の産業政策関連資料に繰り返し登場してきた。
建設業では退出者に対して入職者が少ない。2000 年に 55.4 万人であった入職者総数は，2012 年
には 26.4 万人にまで半減しており，直近で微増傾向には転じているものの，24 歳以下の若年層の


























































者が存在している」（国土交通省建設産業戦略会議「建設産業の再生と発展のための方策 2011」（平成 23 年 6 月 23


























法務省の公表によれば，技能実習制度をめぐって 2017 年に「不正行為」を通知した 183 機関を業種
設産業専門団体連合会「社会保険等加入状況に関する調査報告書」（2013 年 3 月）概要参照）。その後，国交省の社
会保険未加入対策を受けて保険加入率は上昇しているものの，2015 年 10 月時点での下請け労働者の 3保険（雇用・
健康・厚生年金）加入割合は，1次下請 70.8%，2 次下請 66.4%，3 次下請 63.9% にとどまっている（国交省「建設業
における社会保険未加入対策に関する参考資料一覧」「参考２建設業における社会保険への加入状況（地域別，元
請・下請時数別）」数値より）。また，例えば型枠の職種では，厚生年金加入率の上昇の一方で，一人親方や従業員
4人以下で加入義務がない企業に従事する技能工の数が増加している実態もある（日刊建設工業新聞 2018 年 12 月
13 日記事参照）。
（20）　2016 年の時点で，建設工事全体では約 5割が 4週 4休以下で就業している。また 2016 年の年間出勤日数は産






別で見ると，「繊維・衣服関係」が 94 機関と過半を占め，次いで，「農業・漁業関係」が 39 機関と続




















（23）　法務省入国管理局広報資料「平成 29 年の「不正行為」について」（2018 年 2 月 19 日）参照。
（24）　同上，p.9 より引用。
（25）　佐々木（2016）参照。
（26）　労災による死亡と認定された外国人技能実習生は 2014 ～ 16 年度の 3年間で計 22 人であった。外国人技能実
習生の労災死者数の 10 万人当たりの比率は 3.7%，日本全体では同 1.7% である。また労災保険の給付対象となる




（29）　日刊建設工業新聞 2015 年 2 月 24 日 3 面記事「ベトナム人技能実習生受け入れ推進／都内に三つ目のモデル現
場」，日刊建設工業新聞ブログ 2017 年 1 月 11 日「現場を担う」記事，および『建設政策』（2019 年 1 月）183 号記事
「座談会丸の内 3-2 現場宣伝現場の問題は現場で解決を」参照。
（30）　日本経済新聞 2018 年 3 月 6 日記事，毎日新聞 2018 年 5 月 1 日記事参照。この告発を受け，2018 年 3 月 14 日
に法務省は，被ばく等の環境を理由として，技能実習における除染等への従事を認可しない方針を表明している。



















（32）　2011 年 6 月 30 日，東京電力は，同年 4月から福島第一原発収束作業に当たった作業員（4,325 人）のうち 1,295
人と連絡が取れないことを明らかにしている（東京新聞 2011 年 7 月 1 日記事参照）。尚，事故 8年後となる現在で
も，福島第一原発では 1日約 4,000 人が作業に当たっており，進行中の使用済核燃料の取り出し作業に合わせてが
れき除去や解体作業が行われている（東京新聞ウェブサイト「原発のない国へ　福島の状況　福島第一原発」に掲
載された 2019 年 4 月 16 日記事参照）。
（33）　東京電力は，法務省による「新資格は受け入れ可能」という回答を受けて福島廃炉に「特定技能」外国人労働
者を受け入れることを決定し，ゼネコンなど協力会社数十社を対象とした会議「安全衛生推進協議会」で説明した








ては，日本人と同様に国内法令に基づいて対応するという立場である（2019 年 4 月 18 日国交省建設市場整備課へ
の電話聞き取り調査より）。
（34）　また建設労働環境をめぐっては，複合型ストック災害とされるアスベスト問題も現在進行形そして将来に影響




（35）　2017 年における技能実習生失踪者数（合計 7,089 人）を職種別にみると，上位 10 業種のうち 4職種（とび 894
人・型枠施工 408 人・鉄筋施工 328 人・建設機械施工 251 人）が建設関連で，全体の 26.5%（小計 1,881 人）を占めて
いる。それ以外では，耕作農業 14.6%（1,038 人），婦人子供服製造 8.2%（578 人），溶接 4.1%（290 人）などが多い







直接的な担い手確保をめぐっては，2012 年度の「担い手確保・育成検討会」（2012 年 9 月～ 2013 年




























（38）　公的職業訓練の枠組みは，戦後の 1947 年 12 月「職業安定法」の施行による失業者を対象とした規定，その後















































給額（月額）は 15万円未満が 37.9%，15 万円～20 万円未満が 55.0%である（44）。就労者となれば賃金
は向上するのかといえば，「外国人建設就労者受入事業に関するガイドライン」で「同等の技能を有
する日本人が従事する場合の報酬と同等額以上であること」（p.21）と規定されている外国人建設
就労者の場合，15 万円未満が 2.1%，15 万円～ 20 万円未満が 40.3%，20 万円～ 25 万円未満が 13.2%
と一定の処遇改善が見られる（45）。しかしその受入実績は当初の 6年間のべ 7万人の想定を大幅に下
回り 2018 年度末時点で 5,400 名程度にとどまっている（46）。
建設業における外国人労働者数は，外国人建設就労者受入事業が決定された 2014 年以降，顕著






























































































































（49）　2015 年 1 月 15 日設立，設立者にはスーパーゼネコン 5社が連なっている。
（50）　国交省土地・建設産業局「建設関連職種に属する作業について外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生
の保護に関する法律施行規則に規定する特定の職種及び作業に特有の事情に鑑みて事業所管大臣が定める基準等














（53）　2015 年 5 月 19 日に開催された建設産業活性化会議でシステム構築が表明され，これを受けて 2016 年 4 月 19














12 月 25 日）の時点で，このシステムへの登録が盛り込まれている。それに加えて，改正入管法施
行を前に，「技能実習生」と「外国人建設就労者受入事業」の就労者についても登録を義務化する方
運営方針が決定されている。2018 年度よりシステム開発が開始され，2019 年 1 月より限定運用，2019 年 4 月より
本運用が開始された。
（54）　建設キャリアアップシステムのウェブサイト掲載情報参照（2019 年 4 月 11 日取得，http://www.kensetsu-kikin.
or.jp/ccus/system.html）。





















































































（56）　キャリアアップシステムの 4段階で，新規入職者は「レベル 1」，特定技能 1号の技能水準「技能検定 3級」あ





































（2018 年 12 月 25 日）参照）。
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